
 

 

災害廃棄物処理に関する実地訓練等に係る業務委託仕様書 

 

１ 目的 

近年多発する気象災害（台風、大雨等）や地震等の大規模災害において発生する災害廃棄

物の処理について、県及び市町等職員の知識・スキルの向上、関係機関との連携強化を目的

として、初動対応及び仮置場の設置・運営に係る訓練を実施する。 

 

２ 業務内容 

（１）図上演習 

ア 対象者 

県、市町、一部事務組合、広域連合の職員及び協定締結団体 50名程度 

イ 開催数 

年１回 

ウ 開催場所 

三重県庁周辺会議室 

エ 内容 

①  発災後数日及び数週間程度を経過したと想定した災害廃棄物処理に係る演習を実

施することとし、図上演習の構成及び手法等を設計・企画・運営すること。 

②  図上演習には次の内容を含むこととし、必要に応じて追加の内容を提案すること。 

・ 災害発生時の組織体制の整備、連絡手段の確認 

・ 被害状況の把握、関係機関との情報共有 

・ 生活ごみ処理体制の確認・確保 

・ 関係機関への協力・支援要請 

・ その他必要事項 

③  図上演習の内容は、「災害時の一般廃棄物処理に関する初動対応の手引き」（環境

省環境再生・資源循環局災害廃棄物対策室）及び「三重県災害廃棄物処理計画」に

沿ったものにすること。 

④  図上演習の実施に必要となる訓練シナリオ及び訓練付与情報等の資料を参加者数

に応じ作成すること。なお、災害想定規模は県内での広域処理で対応できる規模と

し、参加者が実際の所属機関（県、市町村・一部事務組合等）の職員として参加す

るシナリオとすること。また、シナリオ及び資料の内容は発注者と事前に協議する

こと。 

⑤ 図上演習に必要な帳票類については、大規模災害時廃棄物対策中部ブロック協議会

で使用する様式を用いることとし、必要な記載例を示す等により効果的な訓練を実施

すること。 

⑥ 図上演習に係る司会進行、ガイタンス、コントローラー等、開催に係る一切の業務

を行うこと。 

⑦ 図上演習後に振り返り時間を設け、参加者が自分の判断の良否を省みることができ

る内容（全体講評のみならず、班・グループ別の振り返り、講評時間を設けること）

を盛り込むこととする。また、参加者に対して、課題や疑義、今後の図上演習に関す

るアンケートを実施し、集計結果を取りまとめること。 



 

 

  オ 留意事項 

①  会場の手配や日程調整、必要な資料・資材等の準備、講師に係る費用（依頼する

場合）など、図上演習に係る一切の費用は受注者が負担すること。 

②  開催型式は参集型式を基本とするが、新型コロナウイルス感染症等の感染拡大状

況等に応じてウェブ型式での開催も検討し、発注者と協議する。 

 

（２）災害廃棄物の仮置場の設置・運営に係る訓練 

ア 対象者 

県、市町、一部事務組合、広域連合の職員及び協定締結団体 50名程度 

イ 開催数 

年１回  

ウ 開催場所 

会場：開催場所の確保は発注者が行う。 

エ 内容 

①  三重県災害廃棄物処理計画、会場市町災害廃棄物処理計画及びその他資料に沿っ

て、災害廃棄物の仮置場の設置・運営に係る訓練（以下「実地訓練」という。）を実

施するものとし、訓練の構成及び手法等を設計・企画・運営すること。 

②  想定する災害としては気象災害（台風、大雨等）とし、人口 15～20万人程度の県

内市とする。該当市の洪水浸水想定区域図（想定最大規模）を基に災害廃棄物量を

算出すること。 

③  実地訓練に先立ち、実地訓練の内容説明、専門家や受注者による講義（状況によ

ってはオンライン形式も可）、国や地方自治体の取組み・事例紹介など、事前研修の

時間（半日程度）を設けること。 

④  本県では、気象災害（台風、大雨等）や地震等による被災経験が少なく、仮置場

の設置・運営等を含めた災害廃棄物処理に係る知見、ノウハウを有する自治体等が

少ないことを踏まえ、参加する職員等が理解し、発災時に具体的に行動できるよう

にするとともに、他の職員等への経験共有が円滑にできるよう工夫した内容とする

こと。 

また、実地訓練の実施に当たっては、災害の種別や規模を想定し、今後、市町村等

が実動にあたり、作業等の規模感を実感できるようにすること。 

⑤  実地訓練は、会場の一角（2,000～3,000m2程度を想定）を仮置場と見立て、レイア

ウト検討から仮置場の設置、災害廃棄物の受入れ・分別・搬出作業等を実施するこ

とにより、仮置場で必要となる一連の業務を体験し、実務上の課題や改善策を考え

ることができる内容とすること。 

⑥  実地訓練の内容として、参加者に次の作業を実施させることとし、必要に応じて

追加の実施項目を提案すること。 

・ 必要な資機材等の配置・設営（看板、ライン引き、ロープ、住民向けちらし等

必要と考えられるものを幅広く準備すること。） 

・ 仮置場の設置（区画分け、看板の設置、車両動線の確保等） 

・ 仮置場の運営（次の２つのケースを想定して訓練を実施） 

○ 廃棄物が分別されて搬入された場合 



 

 

○ 廃棄物が混合状態で搬入された場合 

・ 分別後の処分（次の２つのケースを想定して訓練を実施） 

○ 近隣の自治体のごみ処理施設へ搬入する場合 

○ 民間の廃棄物処理事業者へ搬入する場合 

⑦ 実地訓練後には振り返り時間を設け、参加者が自分の判断の良否を省みることがで

きる内容を盛り込むこととする。その後、振り返りについて講評の時間を設ける。ま

た、参加者に対して、課題や疑義、今後の実地訓練に関するアンケートを実施し、集

計結果を取りまとめること。 

オ 留意事項 

①  会場の手配や日程調整、必要な資料・資材等の準備、講師に係る費用（依頼する

場合）など、実地訓練に係る一切の費用は受注者が負担すること。 

②  実地訓練で使用するごみ（段ボール等で製作した模擬ごみも可）については、受

注者が準備すること。 

 

３ 履行期限 

契約締結日から令和６年３月 15日（金）まで 

（ただし、実地訓練は令和５年 11月中旬までに実施すること） 

 

４ 成果物の提出 

（１）成果物 

・ 訓練の実施結果、アンケート結果等を取りまとめた報告書（Ａ４、カラー） ２部 

・ 報告書の電子データ（報告書中の図表等の個別の電子データ（電子ファイル）がある

場合はその電子データを含む。）を収納した電子媒体（DVD-R） １式 

※ 報告書及びその電子データの仕様及び記載事項は、発注者と別途協議しその指示に従

うものとする。 

（２）提出場所 

三重県環境生活部環境共生局資源循環推進課 

 

５ その他特記事項 

（１） 本業務を実施に必要となる資機材や人員については、本業務に含む。 

（２） この仕様に定めのない事項及び疑義の生じた事項については、委託者と協議の上決定す

るものとする。 

（３） 受託者は貸与物品及び本業務における成果物については、当該業務においてのみ使用す

ることとし、これらを蓄積したり、他の目的に使用したりしてはならない。 

（４） 貸与する各種資料及び物品の取扱については、紛失及び破損のないよう万全を期すこと。 

（５） 業務終了後、受託者は貸与する各種資料及び物品のうち、紙媒体のものについては速や

かに返納し、電子媒体のものについては速やかに消去すること。 

（６） 受託者は、この契約に違反する事態が生じ、又は生じるおそれのあることを知ったとき

は、速やかに委託者に報告し、委託者の指示に従うこと。 

（７） 本契約により発生した著作物の著作権（著作権法第 21 条から第 28 条までに規定する権

利で、第 27 条及び第 28 条に定める権利を含む。）及び著作物の翻案等により発生した



 

 

二次的著作権は、委託料の支払いが完了したときをもって三重県に譲渡されるものとす

る。また、乙は著作権を譲渡した著作物に関して、著作者人格権を行使しないものとす

る。 

（８） 受託者は業務の履行にあたって「三重県の締結する物件関係契約からの暴力団等排除措

置要綱」に規定する暴力団、暴力団関係者又は暴力団関係法人等（以下「暴力団等」と

いう。）による不当介入を受けたときは、次の義務を負うものとする。 

ア 断固として不当介入を拒否すること。 

イ 警察に通報するとともに捜査上必要な協力をすること。 

ウ 委託者に報告すること。 

エ 業務の履行において、暴力団等による不当介入を受けたことにより工程、納期等に遅

れが生じる等の被害が生じるおそれがある場合は、委託者と協議を行うこと。 

（９） 受託者が（８）のイまたはウの義務を怠ったときは、三重県の締結する物件関係契約か

らの暴力団等排除要綱第７条の規定により、三重県物件関係落札資格停止要綱に基づく

落札資格停止等の措置を講じる。 

（10） 県から調査内容に係る指示があった場合は、指定する期日までに対応し、報告するこ

と（必要に応じて来庁すること）。 

（11） 委託期間が終了した後においても、県が本仕様書に係る成果品や調査内容について疑

義照会等、必要な対応を要求した場合は責任を持って応対すること。 

 


